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研究要旨

侵襲性インフルエンザ菌感染症（ I H D）の疫学情報の記述と解析を行った。感染症サー

ベイランスシステム（N E S I D）において、全国における15歳以上の I H Dの届出数は、C
O V I D - 1 9流行後に I H Dの新規発生数が大きく減少したことを示唆する傾向がみられ、研

究班で収集された症例数も同様の傾向であった。年齢・性別・病型・基礎疾患等の基本属

性、致命率及び菌株における莢膜型やβ - l a c t a m a s e産生についてはC O V I D - 1 9流行前後で

、大きな変化は見られなかった。また、米国と同様に、日本においても妊娠出産年齢女性

で I H Dの報告が一定程度あり、リスク因子の探索と対策の構築が重要であった。引き続き

、研究班で収集された情報や菌株の解析をすることで、今後の I H Dの発生動向を把握する

必要があると考えられた。

A．研究目的

本研究では、侵襲性インフルエンザ菌感

染症（ I H D）の疫学情報の記述と解析を目

的としている。

インフルエンザ菌（ H a e m o p h i l u s  

i n f l u e n z a e ）は非侵襲性の呼吸器感染

症の他、菌血症や細菌性髄膜炎等の I H D
を引き起こす。その病原性は莢膜の有無

によって大きくかわる。特に血清型 b 型

（ H i b ）感染症はワクチンで予防可能で

あり、 2 0 1 3 年に定期接種化（生後２～

７カ月未満で開始、初回免疫 3 回、１年

後に追加免疫）された後、その発生数は

特に小児で減少し、現在は 6 5 歳以上の

成人にかかる疾病負荷が大きい。従っ

て、成人 I H D の疫学的特徴を把握する

ことは重要である。本研究では I H D 症

例の基本属性の特徴、血清型、薬剤感受

性を把握、解析を進めている。

2 02 0 年に新型コロナウイルス感染症

（ C O V I D - 1 9 ）が流行して以降、サーベ

イランスでは多くの感染症で発生動向の

変化が認められ、 I H D も同様に発生動向

に変化が見られた。従って、本研究班で

は C O V I D - 1 9 パンデミックに伴う I H D
の発生動向や分布の変化についての評価

を行った。

B．研究方法

全国の I H D の流行状況を確認するため

に、2 0 1 6 年第 1 週から 2 0 2 4 年第 1 2 週ま

での、全国の感染症サーベイランスシステ

ム（N E S I D）に届出された I H D 症例の情

報も合わせて集計し、記述した。

2 01 3 年から 2 0 24 年の期間中、研究班対

象の 1 0 道県から届出された I H D 症例の情

報を用いた。具体的な情報としては、性

別、年齢、病型、血清型、β - l a c ta ma s e
産生の有無を集計し、記述した。

C O V I D - 1 9流行による I H D症例の発生動

向の変化を知るために、緊急事態宣言が発

出された2 0 2 0年第1 5週の前後（宣言前 :  2 0
1 7年第1 0週～2 0 2 0年第1 4週；宣言後 :  2 0 2 0
年第1 5週～2 0 2 3年第1 8週）に届出された I H
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D症例数や属性を比較した。

C．研究結果

1 )  N E S I Dに報告された I H D症例の届出数（

2 0 1 3年第1週～2 0 2 4年第5 2週、全国、n = 4 1
4 9）

I H Dが全数届け出疾患になった2 0 1 3年以

降、徐々に届出数が増加したが、C O V I D - 1
9パンデミックが発生した2 0 2 2 0年以降、他

の呼吸器疾患同様届出数は激減した。その

後、2 0 2 3年にC O V I D - 1 9が5類定点となり

、対策が緩和されて以降、届け出数は増加

した。男性は2 3 9 0例、女性は1 7 5 9例であり

、男女比は1 . 3 6 : 1であった。年齢別にみる

と、0～4歳と6 0～8 9歳の年齢群で届出が多

かった。2 0～4 9歳の年齢群では、男性（1 5
1例）に比べて、女性（2 4 0例）の方が多か

った。都道府県別では、沖縄県（1 . 2例 / 1 0
万対）、富山県（0 . 7例 / 1 0万対）、高知県

（0 . 6例 / 1 0万対）の順で多く届出がされた

。

2 )  研究班における I H D症例の基本属性 ( n =
4 9 2、2 0 1 3年～2 0 2 4年 )

期間中、4 9 2例が報告された。男性が2 7 7
例（5 4 %）、女性が2 3 2例（4 6 %）であった

。年齢中央値は7 8歳（四分位範囲：6 6～8 7
歳）であった。基礎疾患があったのは3 9 1例
（7 9 %）、入院していたのが2 9 2例（5 9 %）

、入院後3 0日以内の死亡は6 8例（1 4 %）で

あった。病型は菌血症が4 2 7例（8 7 %）、肺

炎が3 0 0例（6 1 %）、髄膜炎が1 3例（3 %）

、副鼻腔炎が1 0例（2 %）であった。インフ

ルエンザの先行感染があったのが3 9例（8 %
）、インフルエンザワクチン接種歴を有し

ていたのは6例（3 %）であった。血清型は

無莢膜型が4 0 4例（8 7 %）、莢膜型が1 8例
（4 %）であった。莢膜型のうち、 f型が1 0
例、 e型が6例、b型が2例であった。βラク

タマーゼを産生していたのが、6 1例（1 2 %
）であった。

1 5～4 9歳の女性例に着目して解析したと

ころ、期間中4 6例報告されていた。うち、

妊娠に関連していた例が1 1例（2 4 %）、流

産または死産となった例は4例（9 %）であ

り、骨盤内感染が1 1例（2 4 %）、羊膜炎が5
例（1 1 %）であった（重複あり）。血清型

は、無莢膜型が4 3例（9 3 %）、莢膜型のう

ち e型が2例（4 %）、bと f型が1例ずつ（2 %

）であった。病型は菌血症が3 7例（8 0 %）

、肺炎が4例（9 %）、髄膜炎が1例（2 %）

であり、3 0日以内死亡した例は0例であった

。

3 )  緊急事態宣言前後における、N E S I D（全

国、研究班対象1 0道県）と研究班（1 0道県

）の I H D症例の届出数 ( 2 0 1 7年第1 0週～2 0
2 3年第1 8週）

緊急事態宣言前（2 0 1 7年第1 0週～2 0 2 0年
第1 4週）の期間、全国の届出数は1 4 5 4例（

1 0 0 %）、研究班対象1 0道県の届出数は3 4 3
例（2 4 %）、研究班の届出数は1 8 8例（1 3 %
）であった。緊急事態宣言後（2 0 2 0年第1 5
週～C O V I D - 1 9が5類全数となった2 0 2 3年
第1 8週）の期間、それぞれ6 5 7例（1 0 0 %）

、1 4 3例（2 2 %）、8 4例（1 3 %）と届出数

が大きく減少した。一方、N E S I Dにおける

全国の届出数に対する研究班対象1 0道県及

び研究班の届出数の割合は、緊急事態宣言

前後でほとんど変化はなかった。

D．考察

N E S I D における全国の I H D 届出数は C
O V I D - 1 9 の緊急事態宣言前に比べて、

宣言後に減少した。その後、C O V I D - 1 9が
5類定点把握に移行後、再増加し、緊急事態

宣言前より届出数は増加した。 I H Dの届出

数は2 0 1 9年に比べて2 0 2 0年は5 3 . 4 %減少し

たが、厚生労働省院内感染対策サーベイラ

ンス事業（ J A N I S）における全国の血液培

養検査数は、2 0 1 9年に比べて2 0 2 0年は7 . 4
%の減少にとどまっており ( K a j i h a r a  T ,  e t  a
l .  J  I n f e c t .  2 0 2 4 ;  8 9 :  1 0 6 2 0 1 )、検査数の

減少に比べて届出数は大きく減少しており

、他の飛沫感染による呼吸器疾患と同様に

、行動制限解除に伴う、人流の増加による

影響が考えられた。

報告数は少ないものの、1 5 - 4 9歳では妊娠

に関連した症例が報告されており、流産ま

たは死産となった症例も報告されていた。2
0 0 8年から2 0 1 9年にかけて米国では、無莢

膜型 I H Dを発症した妊娠出産年齢（1 5 - 4 4歳
）の女性4 0 0人中1 0 5人（2 7 . 0 %）が妊娠ま

たは産後１か月以内に診断され、死亡例は

いなかったものの、うち5 2人（5 4 . 7 %）が

流産または死産となったと報告されており (
S a r a  S E ,  e t  a l .  C l i n  I n f e c t  D i s .  2 0 2 3 ;  7 6 :  
1 8 8 9 )、日本においても同様に注意すべきグ
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ループであると考えられた。

E．結論

C O V I D - 1 9 流行後には、 I H D の罹患率が大

きく減少したことを示唆する傾向がみられ

たが、C O V I D - 1 9 が 5 類定点移行後に届出

数は増加し、緊急事態宣言前より多い傾向

であった。妊娠出産年齢女性の感染が一定

程度みられ、リスク因子の探索と対策の構

築が重要である。引き続き、研究班で収集

された情報や菌株の解析をすることで、今

後の I H D の発生動向を把握する必要がある

と考えられた。
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